
○石川県警察職員の任用に関する訓令 

                                  　　　      昭 和 ５ ２ 年 ６ 月 ２ ７ 日

                                    　　      石川県警察本部訓令第１０号

最終改正　令和６年３月13日警察本部訓令第10号　 

 

 石川県警察職員の任用に関する訓令を次のとおり定める。

 石川県警察職員の任用に関する訓令

 目次

 第１章　総則（第１条－第３条）

 第２章　採用

 第１節　警察官の採用（第４条・第５条）

 第２節　一般職員の採用（第６条－第８条）

 第３節　条件付採用（第８条の２・第８条の３）

 第３章　昇任

 第１節　警察官の昇任（第９条－第13条）

 第２節　一般職員の昇任（第14条）

 第３節　昇任審査等の手続（第15条－第22条）

 第４章　補則（第23条）

 附則

 第１章　総則

 （目的）

第１条　この訓令は、石川県警察職員（以下「職員」という。）の任用について必

 要な事項を定めることを目的とする。

 （準拠）

第２条　職員の任用については、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」

という。）及び職員の任用に関する規則（昭和27年人事委員会規則第４号。以下

「任用規則」という。）に定めるもののほか、この訓令の定めるところによる。 

（用語の定義） 

第３条　この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の

定めるところによる。 

(1)　本部　石川県警察本部をいう。 

(2)　本部長　石川県警察本部長をいう。 



(3)　所属長　本部の課長、室長、所長、隊長及び校長並びに警察署長をいう。 

(4)　警察官　石川県警察に勤務する警視以下の警察官をいう。 

(5)　一般職員　石川県警察に勤務する警察官以外の警察職員をいう。 

(6)　採用　現に職員でない者を、新たに職員にすることをいう。 

(7)　昇任　警察官にあつては、現に有する階級よりも上位の階級につけることを

いい、一般職員にあつては、現に有する職よりも上位の職につけることをいう。 

第２章　採用 

第１節　警察官の採用 

（採用の方法） 

第４条　警察官は、石川県人事委員会（以下「人事委員会」という。）が行う警察

官採用試験に合格した採用候補者のうちから、巡査の階級で採用するものとする。

ただし、次の各号の一に該当し、人事委員会の承認を得た場合は、この限りでは

ない。 

(1)  現に、警察庁又は他の都道府県警察の警察官若しくは皇宮護衛官である者を、

その経歴に相当した階級の警察官として採用するとき。 

(2)　かつて、警察官であつた者を、その経歴に相当した階級の警察官として採用

するとき。 

(3)　専門的知識及び技能を有する者を、その経歴に相応した階級の警察官として

採用するとき。 

（採用の要件） 

第５条　警察官として採用するときは、その者が身体強健で、職務遂行能力を有し、

かつ、面接等の結果、警察官としての適格性を有する者でなければならない。 

第２節　一般職員の採用 

（採用の方法） 

第６条　一般職員は、人事委員会が行う採用試験に合格した採用候補者のうちから、

採用するものとする。ただし、試験によることが不適当と認める職については、

任用規則第５条、第７条及び第８条の規定に基づき、人事委員会又は本部長の選

考により採用することができる。 

（採用の要件） 

第７条　一般職員として採用するときは、その者が身体強健で、職務遂行能力を有

し、かつ、面接等の結果、一般職員としての適格性を有する者でなければならな

い。 

（臨時的任用） 



第８条　本部長は、任用規則第14条の規定に基づき、現に職員でない者を、臨時に

任用することができる。 

２　前項に定める臨時的任用職員及び非常勤職員の任用に関する細部的事項は、別

に定める。 

第３節　条件付採用 

（条件付採用期間） 

第８条の２　職員の条件付採用期間は、採用後６月間とする。ただし、期間開始後

６月間において、実際に勤務した日数が90日に満たない場合においては、その日

数が90日に達するまでの期間とする。 

２　巡査として採用された警察官の条件付採用期間は、警察学校における初任教養

の期間とする。 

３　第１項ただし書及び前項に規定する場合における条件付採用の期間は、１年を

こえることができない。 

（条件付採用期間中の職員の取扱い） 

第８条の３　本部長は、条件付採用期間中の職員が、勤務実績若しくは健康状態が

良好でないためその職に引き続き任用しておくことが適当でないと認められると

き、職務の適格性を欠くためその職に引き続き任用しておくことが適当でないと

認められるとき、又は法第28条第１項第４号に掲げる事由に該当するときは、そ

の者を降任又は免職することができる。 

第３章　昇任 

第１節　警察官の昇任 

（昇任の方法） 

第９条　警察官の昇任は、次の各号の一に該当する場合を除き、昇任試験、選抜昇

任審査又は選考昇任審査（以下「昇任審査等」という。）の結果に基づいて作成

された昇任候補者名簿に登載された昇任候補者のうちから、昇任させるものとす

る。 

(1)　警視の階級に昇任させるとき。 

(2)  第13条の規定により、特別昇任させるとき。 

（昇任審査等の種類） 

第10条　昇任審査等の種類は、巡査部長昇任審査等、警部補昇任審査等及び警部昇

任審査等とする。 

（昇任試験の方法） 

第11条　昇任試験の方法は、予備試験、筆記試験、口述試験及び術科試験により行



うものとする。 

２　本部長は、必要があると認めたときは、前項に規定する試験の一部を省略する

ことができる。 

３　予備試験は、各級の昇任試験について行ない、これに合格した者でなければ筆

記試験を受けることができない。 

４　前回の試験において筆記試験に合格した者のほか、本部長が特に予備試験を免

除することが適当と認めた者は、予備試験を免除するものとする。 

５　口述試験及び術科試験は、筆記試験に合格した者について行う。 

（選抜昇任審査の方法） 

第11条の２　選抜昇任審査は、各所属から推薦された選抜昇任候補者のうちから第

一次審査（書面審査及び筆記試験）及び面接審査の結果により昇任させるものと

する。 

２　面接審査は、第一次審査に合格した者について行う。 

（選考昇任審査の方法） 

第11条の３　選考昇任審査は、各所属から推薦された選考昇任候補者のうちから書

面審査を経て、面接審査の結果により昇任させるものとする。 

（昇任審査等の資格、試験科目等の基準） 

第12条　昇任審査等の資格、試験科目等の実施基準は、次の各号の定めるところに

よる。 

(1)　巡査部長昇任審査等は、別表第１のとおりとする。　 

(2)　警部補昇任審査等は、別表第２のとおりとする。 

(3)　警部昇任審査等は、別表第３のとおりとする。 

２　警察庁又は他の都道府県警察に所属する警察官で、前項の規定に相当する受験

資格を有し、かつ、その所属の長から試験の委託の申し込みがあつた者について

は、受験させることができる。 

３　試験期日及び審査期日前１年以内に、懲戒処分を受けた者は、受験することが

できず、また選抜昇任審査及び選考昇任審査の候補者となることができない。 

（特別昇任） 

第13条　次の各号の一に該当する者については、前条の規定にかかわらず、選考に

より特別に１階級上位の階級に昇任させることができる。ただし、第１号又は第

２号に該当し死亡した場合には、その者を２階級上位の階級に昇任させることが

できる。 

(1)　公務上の負傷若しくは病気により死亡し、又は重度障害の状態となつた者 



(2)　生命を賭して職務を遂行し、その功績が特に顕著であると認められる者 

(3)　警察表彰規則（昭和29年国家公安委員会規則第14号）に規定する警察勲功章

又は警察功労章を授与された者 

(4)　職務の遂行に当たり、県警察の名誉を著しく高めた功労があり、かつ、その

職務について卓越した指導能力を有すると認められる者 

(5)  20年以上勤続（休職の期間は２分の１として算定し、停職の期間は除く。）

して退職する者で、在職中の勤務成績が良好と認められる者 

２　前項の場合において、死亡した者に対する昇任は、その者の生前に遡って行う

ものとする。 

３　第１項第１号から第４号の場合（該当する者が死亡した場合を除く。）におい

て、該当する者が石川県職員の定年等に関する条例（昭和59年石川県条例第32号。

以下「条例」という。）第７条に定める管理監督職勤務上限年齢に達していると

きは、法第28条の３の規定により、条例第６条に定める管理監督職には昇任させ

ないものとする。 

４　第１項第５号の場合において、該当する者が法第28条の２第１項の規定に基づ

き条例第６条に定める管理監督職から降任した者であるときは、第１項各号列記

以外の部分の規定にかかわらず、当該降任前の階級を基準に昇任を行うものとす

る。 

５　前４項の規定にかかわらず、警視正以上の階級に係る昇任にあっては、別途、

警察庁が示す実施基準に従うものとする。 

第２節　一般職員の昇任 

（昇任の方法） 

第14条　一般職員の昇任は、任用規則第４条の２又は第６条の規定に基づいて行わ

れる人事委員会の競争試験又は選考による。ただし、単純な労務に従事する職員

の昇任は、本部長の選考によるものとする。 

２　本部長は、任用規則第７条の規定により、人事委員会に対し選考を申請すると

きは、あらかじめ、別表第４の「一般職員昇任選考申請基準」に基づき、勤務年

数、勤務成績、経歴、職務遂行能力等について審査するものとする。 

３　本部長は、前項に定める審査を行うため必要があると認めるときは、筆記試験

及び口述試験を行うことができる。 

第３節　昇任審査等の手続 

（昇任管理委員会） 

第15条　警察官の昇任審査等及び一般職員の昇任審査（以下「警察職員の昇任審査



等」という。）を実施するため、本部に委員長及び委員をもつて組織する石川県

警察昇任管理委員会（以下「本部委員会」という。）を置くほか、本部の各部、

警察学校及び各警察署に委員長及び委員をもって組織する昇任管理委員会（以下

「委員会」という。）を置く。 

２　本部委員会及び委員会の構成は、次の各号によるものとする。 

(1)　本部委員会の委員長は本部長とし、委員は本部の部長の職にある者及び委員

長が指名した者をもって充てる。 

(2)　本部の各部に置く委員会の委員長は部長の職にある者とし、委員は委員長が

指名した者をもって充てる。 

(3)　警察学校及び各警察署に置く委員会の委員長は所属長とし、委員は委員長が

指名した者をもって充てる。 

３　本部委員会は、警察職員の昇任管理を適正に実施するにあたり、専門的知識、

技能を有する者を、その補助者に命ずることができる。 

４　本部委員会に書記若干名を置き、庶務に従事させる。書記は、警務部警務課員

をもつて充てる。 

（警察職員の昇任審査等の実施） 

第16条　警察職員の昇任審査等は、本部長が必要と認めたときに実施する。 

２　本部長は、警察職員の昇任審査等を実施するときは、実施する警察職員の昇任

審査等の種類、区分、期日、場所、その他必要な事項を所属長に通知するものと

する。 

３　所属長は、前項の通知を受けたときには、所属職員に周知させなければならな

い。 

（警察職員の昇任審査等の手続） 

第17条　警察官の昇任試験及び一般職員の昇任の審査を受験しようとする者は、所

属長にその旨を申し出なければならない。 

２　所属長は、前項の受験を希望する者があるときは、別に定める受験者名簿を作

成し、本部委員会委員長に提出しなければならない。 

３　委員会は、警察官の選抜昇任審査又は選考昇任審査の候補者について審議の上、

別に定める推薦書を作成し、順位を付して本部委員会へ推薦するものとする。 

４　本部委員会は、委員会から推薦された選抜昇任候補者に対しては、第一次審査

（書面審査及び筆記試験）及び面接審査を実施し、選考昇任候補者に対しては、

書面審査及び面接審査を実施のうえ昇任候補者を決定する。 

（委託試験の受験手続） 



第18条　第12条の規定による委託試験の受験手続きは、警務部警務課において行う。 

（不正受験者の措置） 

第19条　本部委員会は、警察職員の昇任審査等に関し、不正な行為を行つた受験者

又は候補者に対して、その受験又は審査を停止あるいは無効とするものとする。 

（昇任候補者の決定） 

第20条　本部委員会は、昇任審査等の受験者及び候補者の試験成績、面接審査、平

素の勤務成績、技能資格、勤務年数及び経歴を評定し、昇任候補者を決定する。 

２　前項に定める評定の細目は、別表第５のとおりとする。 

（昇任候補者名簿への登載等） 

第21条　本部委員会は、昇任審査等の結果により昇任候補者を決定したときは、職

員に通知するとともに、警察官の昇任候補者については、昇任種別ごとに区分し、

昇任候補者名簿（別記様式第１号）に登載するものとする。 

２　昇任候補者名簿の有効期間は、登載の日から起算して１年間とする。ただし、

育児休業の取得など、特段の理由により、この期間内に昇任させることが困難な

場合は、これを延長することができる。 

（昇任候補者名簿からの削除） 

第22条　本部委員会は、昇任候補者が次の各号の一に該当するときは、昇任候補者

名簿からの削除の可否について審査するものとする。 

(1)　昇任審査等に関し不正な行為を行つたことが発覚したとき。 

(2)　懲戒処分を受けたとき。 

(3)　心身の故障により、対象となる階級の職務の遂行に支障があり、又はこれに

堪えないことが明らかになつたとき。 

(4)　前３号に掲げるもののほか、対象となる階級に必要な適格性を欠くことが明

らかになつたとき。 

(5)　昇任候補者名簿の有効期間が経過するとき。 

２　本部委員会は、前項に規定する審査により削除を決定したとき、その旨を所属

長を経由して当該昇任候補者に通知しなければならない。 

第４章　補則 

（実施細目等） 

第23条　この訓令の実施について必要な細部的事項は、別に定める。 

附　則 

１　この訓令は、昭和52年７月１日から施行する。 

２　石川県警察官の任用に関する訓令（昭和38年石川県警察本部訓令第13号）は廃



止する。 

附　則（昭和53年２月20日警察本部訓令第２号） 

この訓令は、昭和53年４月１日から施行する。 

附　則（昭和54年５月17日警察本部訓令第11号） 

この訓令は、昭和54年６月１日から施行する。 

附　則（昭和58年９月10日警察本部訓令第11号） 

この訓令は、昭和58年10月１日から施行する。 

附　則（昭和58年12月15日警察本部訓令第13号） 

この訓令は、昭和59年１月１日から施行する。 

附　則（昭和59年１月６日警察本部訓令第１号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附　則（昭和59年４月19日警察本部訓令第６号） 

この訓令は、昭和59年４月１日から適用する。 

附　則（昭和61年２月１日警察本部訓令第９号） 

この訓令は、昭和61年11月１日から施行する。ただし、受験資格の改正規定は、

昭和62年４月１日から施行する。 

附　則（昭和62年12月14日警察本部訓令第10号） 

この訓令は、昭和63年１月１日から施行する。 

附　則（平成３年12月19日警察本部訓令第17号） 

この訓令は、平成４年１月１日から施行する。 

附　則（平成６年４月１日警察本部訓令第９号） 

この訓令は、平成６年４月１日から施行する。 

附　則（平成６年５月１日警察本部訓令第10号） 

この訓令は、平成６年５月１日から施行する。 

附　則（平成６年５月１日警察本部訓令第11号） 

この訓令は、平成６年５月１日から施行する。 

附　則（平成６年９月30日警察本部訓令第24号） 

この訓令は、平成６年10月１日から施行する。 

附　則（平成９年２月１日警察本部訓令第１号） 

この訓令は、平成９年２月１日から施行する。 

附　則（平成16年２月19日警察本部訓令第１号） 

この訓令は、平成16年２月19日から施行する。 

附　則（平成19年３月29日警察本部訓令第９号） 



この訓令は、平成19年４月１日から施行する。 

附　則（平成19年12月３日警察本部訓令第30号） 

この訓令は、平成19年12月３日から施行する。 

附　則（平成23年１月５日警察本部訓令第１号） 

この訓令は、平成23年１月５日から施行する。 

附　則（平成24年10月11日警察本部訓令第13号） 

この訓令は、平成24年10月11日から施行する。 

附　則（平成26年１月16日警察本部訓令第１号） 

この訓令は、平成26年１月16日から施行する。 

附　則（平成26年３月28日警察本部訓令第10号） 

この訓令は、平成26年４月１日から施行する。 

附　則（平成27年１月26日警察本部訓令第１号） 

この訓令は、平成27年１月26日から施行する。 

附　則（平成28年４月６日警察本部訓令第19号） 

この訓令は、平成28年４月６日から施行する。 

附　則（平成28年９月23日警察本部訓令第22号） 

この訓令は、平成28年９月23日から施行する。 

附　則（平成31年３月25日警察本部訓令第６号） 

この訓令は、平成31年４月１日から施行する。 

附　則（令和２年２月27日警察本部訓令第４号） 

この訓令は、令和２年３月１日から施行する。 

附　則（令和５年10月12日警察本部訓令第23号） 

この訓令は、令和５年10月12日から施行する。 

附　則（令和６年３月13日警察本部訓令第10号） 

この訓令は、令和６年４月１日から施行する。 



別表第１（第12条関係） 

 

巡査部長昇任審査等実施基準 

 

１　昇任試験 

区　分 基　　　　　　　　　　　　　　準

 １　試験期日の前日において、巡査の階級で５年以上勤務（休職、停職、自己
受　験 啓発等休業及び配偶者同行休業の期間を除く。）した者。ただし、学校教育

 法（昭和22年法律第26号）に規定する大学卒業者又はこれと同等の学歴若し
資　格 くは資格を有すると認める者（以下「大卒者」という。）は２年以上、同法

に規定する短期大学又は高等専門学校の卒業者（同法に規定する専門職大学
の前期課程を修了した者を含む。以下「短大卒者」という。）は３年以上勤
務した者 

なお、他の都道府県警察において採用時教養を修了し、かつ、当該都道府
県警察を辞職後、引き続き本県警察に採用されてから１年経過した者につい
ては、当該都道府県警察における勤務年数を通算するものとする。 

 
２　拳銃、逮捕術、救急法及び鑑識の技能検定並びに石川県警察サイバー能力

検定において初級以上の資格を有する者（ただし、特段の理由がある場合を
除く。）   

                                                    
３　柔道又は剣道のいずれかが初段以上の者（ただし、特段の理由がある場合

を除く。）

                            区　分 採点 時間 
備　　　　　　考

 
予　備  科　目 (点) (分)

 
試　験   憲 法 、 警 察 行 政 法    

法　学    
 刑　　　　事　　　　法    

   
  警　務（社会常識を含む。）    
警　察    

  生 活 安 全    
実　務 １００ １２０  択一式

 地　域（警察通信を含む。）  

 刑　　　　　　　　　事

 交　　　　　　　　　通

 警　　　　　　　　　備

                計 １００ １２０



   憲 法 、 警 察 行 政 法 　５０    　１　記述式 
筆　記 法　学   ９０  

  刑　　　　事　　　　法 １００ 　２　憲法、警察行政
試　験 　　法20点未満又は

  生 　 活 　 安 　 全 　５０    　　刑事法40点未満 
警　察   ６０ 　　のときは不合格と 

  地　域（警察通信を含む。） 　５０ 　　する。
実　務 

 警　　　　　　　　　務   ５０  
  ６０

 刑　　　　　　　　　事 　５０

 交　　　　　　　　　通 　５０    
  ６０

 警　　　　　　　　　備 　５０

計 ４５０ ２７０

２　選抜昇任審査 

区　分 基　　　　　　　　　　　　　準

 １　審査期日の前日において、巡査の階級で14年以上勤務（休職、停職、自己
昇　任 啓発等休業及び配偶者同行休業の期間を除く。）した者。ただし、大卒者は

 10年以上、短大卒者は12年以上勤務した者 
資　格  

２　審査実施年度の４月１日において、年齢40歳以上であること。 
 
３　過去３年間の勤務成績が優良であること。

   採点 時間 　１　記述式 
審　査 筆　記 科　　　　　　　目    

 (点) (分) 　２　１科目30点未満 
試　験   　のときは不合格と 

憲法、警察行政法、刑事法 １００ 　６０ 　　する。 

警 察 管 理 １００ 　６０

           計 ２００ １２０

　面　接　審　査

３　選考昇任審査 

区　分 基　　　　　　　　　　　　　　　準

 １　審査期日の前日において、巡査の階級で19年以上勤務（休職、停職、自己
昇　任 啓発等休業及び配偶者同行休業の期間を除く。）した者。ただし、大卒者は

 15年以上、短大卒者は17年以上勤務した者 
資　格  

２　審査実施年度の４月１日において、年齢45歳以上であること。 
 

３　過去３年間の勤務成績が良好であること。

  
審　査 　面　接　審　査

 
 



別表第２（第12条関係）                                                                 
                                                                                       
                          警 部 補 昇 任 審 査 等 実 施 基 準                           
                                                                                       
１　昇任試験                                                                           

区　分 基　　　　　　　　　　　　　　準

 １　試験期日の前日において、巡査部長の階級で３年以上勤務（休職、停職、
受　験 自己啓発等休業及び配偶者同行休業の期間を除く。）した者。ただし、学校

 教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学卒業者又はこれと同等の学歴
資　格 若しくは資格を有すると認める者（以下「大卒者」という。）は２年以上勤

務した者 
 

２　拳銃、逮捕術、救急法及び鑑識の技能検定並びに石川県警察サイバー能力
検定において初級以上の資格を有する者（ただし、特段の理由がある場合を
除く。）   

                                                    
３　柔道又は剣道のいずれかが初段以上の者（ただし、特段の理由がある場合

を除く。）                                                     

                            区　分 採点 時間 
備　　　　　　考

 
予　備  科　目 (点) (分)

 
試　験   憲 法 、 警 察 行 政 法    

法　学    
 刑　　　　事　　　　法    

   
  警　務（社会常識を含む。）    
警　察    

  生 活 安 全    
実　務 １００ １２０  択一式

 地　域（警察通信を含む。）  

 刑　　　　　　　　　事

 交　　　　　　　　　通

 警　　　　　　　　　備

                計 １００ １２０

   憲 法 、 警 察 行 政 法 　５０    　１　記述式 
筆　記 法　学   ９０  

  刑　　　　事　　　　法 １００ 　２　憲法、警察行政
試　験 　　法20点未満又は 

  生 　 活 　 安 　 全 　５０    　　刑事法40点未満 
警　察   ６０ 　　のときは不合格と 

  地　域（警察通信を含む。） 　５０ 　　する。
実　務 

 警　　　　　　　　　務   ５０  
  ６０

 刑　　　　　　　　　事 　５０

 交　　　　　　　　　通 　５０    
  ６０

 警　　　　　　　　　備 　５０

計 ４５０ ２７０



２　選抜昇任審査 

区　分 基　　　　　　　　　　　　　準

 １　審査期日の前日において、巡査部長の階級で７年以上勤務（休職、停職、
昇　任 自己啓発等休業及び配偶者同行休業の期間を除く。）した者 

  
資　格 ２　審査実施年度の４月１日において、年齢45歳以上であること。 

 
３　過去３年間の勤務成績が優良であること。

   採点 時間 　１　記述式 
審　査 筆　記 科　　　　　　　目    

 (点) (分) 　２　１科目30点未満 
試　験  　 のときは不合格と 

憲法、警察行政法、刑事法 １００ 　６０ 　　する。

警 察 管 理 １００ 　６０

           計 ２００ １２０

　面　接　審　査

３　選考昇任審査 

区　分 基　　　　　　　　　　　　　　　準

 １　審査期日の前日において、巡査部長の階級で10年以上勤務（休職、停職、
昇　任 自己啓発等休業及び配偶者同行休業の期間を除く。）した者 

  
資　格 ２　審査実施年度の４月１日において、年齢48歳以上であること。 

 
３　過去３年間の勤務成績が良好であること。

  
審　査 　面　接　審　査



別表第３（第12条関係）                                                                
                                                                                       
                          警 部 昇 任 審 査 等 実 施 基 準                           
                                                                                       
１　昇任試験                                                                           

区　分 基　　　　　　　　　　　　　　準

 １　試験期日の前日において、警部補の階級で４年以上勤務（休職、停職、自
受　験 己啓発等休業及び配偶者同行休業の期間を除く。）した者 

  
資　格 ２　試験実施年度の４月１日において、年齢59歳未満であること。 

 
３　拳銃、逮捕術、救急法及び鑑識の技能検定並びに石川県警察サイバー能力

検定において初級以上の資格を有する者（ただし、特段の理由がある場合を
除く。） 

 
４　柔道又は剣道のいずれかが初段以上の者（ただし、特段の理由がある場合

を除く。）                                             

                            区　分 採点 時間 
備　　　　　　考

 
予　備  科　目  (点)  (分)

 
試　験   憲 法 、 警 察 行 政 法    

法　学    
 刑　　　　事　　　　法    

   
  警　務（社会常識を含む。）    
警　察    

  生 活 安 全    
実　務 １００ １２０  択一式

 地　域（警察通信を含む。）  

 刑　　　　　　　　　事

 交　　　　　　　　　通

 警　　　　　　　　　備

                計 １００ １２０

   憲 法 、 警 察 行 政 法 　５０    　１　記述式 
筆　記 法　学   ９０  

  刑　　　　事　　　　法 １００ 　２　憲法、警察行政 
試　験 　　法20点未満又は 

  生 　 活 　 安 　 全 　５０    　　刑事法40点未満 
警　務   ６０ 　　のときは不合格と 

  地　域（警察通信を含む。） 　５０ 　　する。
実　務 

 警　　　　　　　　　務   ５０  
  ６０

 刑　　　　　　　　　事 　５０

 交　　　　　　　　　通 　５０    
  ６０

 警　　　　　　　　　備 　５０

計 ４５０ ２７０

 



２　選抜昇任審査 

区　分 基　　　　　　　　　　　　　準

 １　審査期日の前日において、警部補の階級で７年以上勤務（休職、停職、自
昇　任 己啓発等休業及び配偶者同行休業の期間を除く。）した者 

  
資　格 ２　審査実施年度の４月１日において、年齢47歳以上59歳未満であること。 

 
３　過去３年間の勤務成績が優良であること。

    採点  時間 　１　記述式 
審　査 筆　記    科　　　　　　　目    

  (点)  (分) 　２　１科目30点未満 
試　験 　　のときは不合格と 

憲法、警察行政法、刑事法 １００ 　６０ 　　する。 

警 察 管 理 １００ 　６０

           計 ２００ １２０

　面　接　審　査

３　選考昇任審査 

区　分 基　　　　　　　　　　　　　　　準

 １　審査期日の前日において、警部補の階級で10年以上勤務（休職、停職、自
昇　任 己啓発等休業及び配偶者同行休業の期間を除く。）した者 

  
資　格 ２　審査実施年度の４月１日において、年齢55歳以上59歳未満であること。 

 
３　過去３年間の勤務成績が良好であること。

  
審　査 　面　接　審　査



別表第４(第14条関係) 
 

一 般 職 員 昇 任 選 考 申 請 基 準 
 

昇　任　職 現　　職 採 用 区 分 受　　験　　資　　格

  上 級 又 は  
課 長 補 佐 係長の職  係長在職４年以上かつ37歳以上
  大学卒程度

にある者
そ  の  他 係長在職４年以上かつ39歳以上

  上 級 又 は  
係　　　長 主任の職  主任在職２年以上かつ31歳以上

 大学卒程度
にある者

そ  の  他 主任在職３年以上かつ32歳以上

  上 級 又 は  
主　　　任 主事の職  在職２年以上かつ25歳以上

 大学卒程度
にある者

そ  の  他 在職４年以上かつ25歳以上

欠 格 条 項 上記基準にかかわらず、審査期日前１年以内に懲戒処分を受けた者は
除外する。

期 間 等 の １　在職年数については、審査期日の前日を基準とし、休職、停職、自
 己啓発等休業及び配偶者同行休業の期間を除く。 
計 算 基 準  

２　年齢については、審査実施年度の４月１日を基準とする。

 科　目 採点(点) 時間(分) 備考 

筆 記 試 験
     

 法　学 100点 60分 記述式 
 

警察管理 100点 60分

 
　(注)　この基準は、行政事務職採用者を対象としたものであり、その他の職種については、 
　　　これを基準に職の性格を考慮して運用する。 



別表第５(第20条関係) 
                           警察官昇任審査等合格者決定比率 
１　昇任試験 

         試験別    
   警部昇任試験  警部補昇任試験 巡査部長昇任試験
評定区分

筆 記 試 験 成 績          ４０％          ４４％          ４８％

口 述 試 験 成 績          ３５％          ３０％          ２５％

術 科 試 験 成 績            ４％            ５％            ６％

勤 務 成 績          １６％          １５％          １４％

表 彰 加 点            ２％            ２％            ２％

技能・資格加点            ３％            ４％            ５％

２　選抜昇任審査 

          審査別    
   警部選抜昇任  警部補選抜昇任 巡査部長選抜昇任 
評定区分

筆 記 試 験 成 績          １３％          １７％          ２０％

面 接 審 査          ３７％          ３２％          ２８％

勤 務 成 績          ３３％          ３３％          ３３％

勤 務 年 数 加 点          １０％          １０％          １０％

表 彰 加 点            ４％            ４％            ４％

技能・資格加点            ３％            ４％            ５％

３　選考昇任審査 

          審査別    
   警部選考昇任  警部補選考昇任 巡査部長選考昇任
評定区分

面 接 審 査          ３８％          ３８％          ３８％

勤 務 成 績          ２５％          ２４％          ２３％

勤 務 年 数 加 点          ３０％          ３０％          ３０％

表 彰 加 点            ４％            ４％            ４％

技能・資格加点            ３％            ４％            ５％

 



                           一般職員昇任試験合格者決定比率 

         試験別    
 課長補佐昇任試験 係長昇任試験 主任昇任試験 
評定区分

筆 記 試 験 成 績          ２０％          ３０％          ４０％

口 述 試 験 成 績          ４０％          ３５％          ３０％

勤 務 成 績          ３０％          ２５％          ２０％

勤 務 経 歴 加 点            ５％            ５％            ５％

表彰・技能資格加点            ５％            ５％            ５％

 （注）　この基準は、行政事務職採用者を対象者としたものであり、その他の職種については、 
　　　 これを基準に職の性格を考慮して運用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記様式第１号(第21条関係) 
 
 
        　　　　                          試験　　予備・論文　　　　年　　月　　日 
 
        　　　　　　　昇任候補者名簿      選抜    一次・面接　　　　年　　月　　日 
 
        　　　　                          選考　　二次              年　　月　　日 
 

合格        
 所　属 氏　　名 年齢 昇任年月日 新所属 採用年月日 区分 
順位


